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1．はじめに
　国際財務報告基準（国際会計基準、IFRS）は、IFRS 財団によれば、2016 年 8 月末時点で
119 の法域において上場会社等に適用を要求している会計基準である。また、日本やインド、
スイス等では、IFRS の採用が許容されている。
　とはいえ、わが国においては IFRS 採用の動きは始まったばかりである。海外での資金調
達が多い会社、在外子会社が多い会社等、採用に前向きな会社があるとは言われているが、
IFRS の採用によって自社の会計上の数値がどのように変化するのかを把握していない会社も
多く、また、多くの会社にとって重要なインパクトが生じる勘定科目または財務諸表の区分が
何なのかも明確になっているわけではない。
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periods that began from the date of transition to IFRSs.
   As a results of our examination, we found that the adjustments to net assets 
were smaller than the results of prior examination in German and adjustments 
to intangible assets, deferred tax assets and liabilities, PPE, and liabilities for 
pension benefits had great influences to net assets. Also, sales, cost of goods 
sold, research and development expenses, and so on effected net income 
largely.
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　そこで本稿では、IFRS の採用に積極的な会社が多い医薬品業界の実際の決算短信や有価証
券報告書の情報を取り上げ、それらの会社の連結財務諸表に対して IFRS 採用がどのように影
響を及ぼしたのかを検証する。
　以下、第 2 章では IFRS における初度適用の規定等を確認し、第 3 章で先行研究を概観する。
次に、第 4 章でわが国において IFRS を適用した医薬品業界の会社のデータを用いて分析を行
い、第 5 章で本稿のまとめを行う。
2．医薬品業界における IFRS 採用会社と IFRS の初度適用の規定
2.1　わが国における会計基準
　現在、わが国における決算短信・有価証券報告書等の作成にあたっては、次の 4 つの会計基
準の採用が認められている。
①　わが国の会計基準（日本基準）
②　アメリカ合衆国の会計基準（米国基準）
③　国際財務報告基準（指定国際会計基準）
④　修正国際基準
　①は当然であり、②は旧来より認められてきたものであるが、近年認められたものが③と④
である。そこで、ここでは③と④の経緯を確認する。
　まず、国際会計基準審議会（IASB）により策定された会計基準が IFRS である。世界的に早々
に IFRS の採用を進めたのが欧州連合（EU）であり、EU では 2005 年から上場会社に IFRS
の採用を強制している1。また、EU 以外については、アメリカ合衆国はいまだ IFRS を採用し
ていない2が、韓国、オーストラリア、ロシア、カナダ、ブラジルなど、多くの法域で採用さ
れてきている。
　このような世界の動きに対し、わが国では 2009 年に「我が国における国際会計基準の取扱
いについて（中間報告）」が金融庁より公表され、2010 年 3 月期から一定の要件を満たす会社
については IFRS（厳密には指定国際会計基準）の任意適用が容認された。なお、一定の要件
とは次のとおりである（旧連結財務諸表規則第一条の二）。
a） 上場会社であること
b） 有価証券報告書において、連結財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みに係る
記載を行っていること
c） 指定国際会計基準に関する十分な知識を有する役員または使用人を置いており、当該基
準に基づいて連結財務諸表を適正に作成することができる体制を整備していること
d） 国際的な財務活動・事業活動を行っていること（外国に資本金が 20 億円以上の連結子
会社を有していることなど）
　その後、2012 年に企業会計審議会より「国際会計基準（IFRS）への対応のあり方について
のこれまでの議論（中間的論点整理）」が公表され、採用する会計基準についての結論が表さ
1 EU はピュア IFRS を採用したのではなく、一部カーブアウトを認めているので、厳密には EU 版 IFRS と言うこ
ともできるのであろうが、カーブアウトした基準を適用している会社は少数であることが知られており、EU は概
ねピュア IFRS を採用していると考えられる。
2 細かくは、外国会社については米国基準との差異調整表がなくとも IFRS を適用することが可能である。
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れたわけではないものの、指定国際会計基準の任意適用会社の増加を図りつつ今後の会計基準
の採否についての対応を検討すべきとされている。
　そして、その翌年の 2013 年には、同じく企業会計審議会から「国際会計基準（IFRS）への
対応のあり方に関する当面の方針」が公表され、やはり採用する会計基準についての結論は示
されていないものの、任意適用の積み上げを図るための案が示されている。特に、任意適用の
積み上げを図るために、指定国際会計基準を任意適用する際の要件を緩和する案が示されてい
る点が後に重要になっている。そしてこれを受けて、同年に連結財務諸表規則、四半期連結財
務諸表規則が改訂され、指定国際会計基準の任意適用要件が実際に緩和されている。具体的に
は、上記の a）および d）が削除されている（連結財務諸表規則第一条の二）。3
　このような制度等の変遷に伴い、実際に指定国際会計基準を採用する会社は増加してきてお
り、日本取引所によれば、2016 年 8 月現在、指定国際会計基準適用済みの会社数は 101 社、
適用を決定している会社数は 20 社である4。
　なお、東京証券取引所が行った調査（「会計基準の選択に関する基本的な考え方」の開示内
容の分析、2016 年 7 月公表、分析対象会社 3,507 社）によると、
□ 2016 年 6 月 30 日までに指定国際会計基準により連結財務諸表または四半期連結財務諸
表を提出済みの会社　85 社
□ 2016 年 6 月 30 日までに、業務執行を決定する機関が、指定国際会計基準の適用を決定
して開示した会社　30 社
□ 業務執行を決定する機関が、指定国際会計基準の適用を決定していないが、決算短信
における「会計基準の選択に関する基本的な考え方」において、指定国際会計基準の
適用を予定している旨を記載した会社　26 社
とされている。合計で 141 社が指定国際会計基準をすでに適用しているか、適用を予定してい
ることになる。この数値は、2014 年 6 月末と比較すると 99 社増加（2016 年 3 月末と比較する
と 13 社増加）しており、ごく短期間のうちに急増していることがわかる。これを株式時価総
額でみると、分析対象会社全体の時価総額が 481 兆円であるのに対し、上記 141 社の時価総額
は 139 兆円であり、29％に及んでいる。比較的大規模な会社が指定国際会計基準に適用に前向
きであることがわかる。さらに、
□ 決算短信における「会計基準の選択に関する基本的な考え方」において、指定国際会
計基準の適用に関する検討を実施している旨を記載した会社　233 社
とされており、今後さらに指定国際会計基準の適用会社は増加していくと考えられる。
　次に、④の修正国際基準（JMIS、連結財務諸表規則第一条の三）は、2015 年に企業会計基
準委員会（ASBJ）から公表されたものである。ピュア IFRS から修正国際基準に修正するに
あたり、定められているのは次の 2 点である。
3 会計基準の設定主体やそれに深く関係する組織以外でも動きがあり、自由民主党が 2013 年に「国際会計基準へ
の対応についての提言」を公表し、任意適用の拡大が提案されている。具体的には、2016 年末までに任意適用会
社が 300 社程度になるように対策を検討すべきとされている。これらを受けて、政府による「日本再興戦略改訂
2014」「日本再興戦略改訂 2015」においても任意適用の拡大促進に努める旨が示されている。
4 指定国際会計基準適用済みの会社数には、指定国際会計基準を適用して新規上場を果たした会社も含まれている。
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□ のれんの非償却から償却への変更（修正会計基準第 1 号）5
□ ノンリサイクリング処理からリサイクリング処理への修正（修正会計基準第 2 号）6
　修正国際基準を採用して決算短信や有価証券報告書を開示している会社はないようである。
ただし、このことをもって修正国際基準の存在意義がなくなるわけではない。そもそも、修正
国際基準の作成にあたって、実際に採用する会社が多数となることが期待されていたわけでは
ない。修正国際基準は、企業会計基準委員会による「「修正国際基準（国際会計基準と企業会
計基準委員会による修正会計基準によって構成される会計基準）」の公表にあたって」に示さ
れているとおり、次のような役割が期待されている（原文を一部変更している）。
□ わが国における会計基準に係る基本的な考え方等に照らして受け入れ可能か否かを検
討することを通じ、既存の IFRS の個別基準等に対するわが国の考えを、適用可能な 1
組の会計基準として表明することができる。
□ IFRS の開発に対してわが国の考え方を適切に表明していくことにより、わが国におい
て受け入れ可能な会計基準等の開発を IASB に促すことが期待される。
□ エンドースメント手続における議論を通じて、わが国の市場関係者における IFRS へ
の理解とより高品質な基準開発に向けた裾野の広い議論が深まることも期待される。
つまり、修正国際基準の任意適用自体を期待しているのではなく、「IFRS にできる限り近い
内容である」という制約のもとで、1 組の会計基準として適切なものは何なのかを示しており、
逆に言えば、わが国の考え方として受け入れがたい部分を端的に指摘する役割を果たすものと
考えられる。このような経緯があるために、修正国際基準を実際に採用する会社が仮に現れて
もごく少数にとどまると思われる7。
2.2　わが国医薬品業界における指定国際会計基準適用上場会社
　2.1 で述べたように、わが国では 4 通りの会計基準を選択することができるが、2016 年 8 月
現在、指定国際会計基準適用済みの会社数は 101 社である。指定国際会計基準適用済みの会社
101 社を、業種ごとに整理すると表 1 のようになる。なお、業種分類は東京証券取引所の分類
に従っている。
5 ピュア IFRS ではのれんは償却を行わないこととされているが、修正国際基準では、日本基準と同様に、のれん
は 20 年以内の一定の年数にわたって定額法その他の合理的な方法により規則的に償却することとされている。
6 ピュア IFRS では、一定の項目について、その他の包括利益に計上した後に当期純利益にリサイクリング処理（組
替調整）を行わない会計処理を採用しているが、修正国際基準では、これらについてもリサイクリング処理を行
うこととされている。
7 新日鐵住金株式会社は、2016 年 4 月に公表した決算短信の「会計基準の選択に関する基本的な考え方」において、
「当社グループはグローバル展開を推進しており、国際的な会計基準への移行について、平成 31 年 3 月期第 1 四
半期からの適用を目途に検討を進めております。なお、国際的な会計基準として、IFRS（指定国際会計基準）又
は JMIS（修正国際基準）の適用を検討しております。」としている。指定国際会計基準と修正国際基準のどちら
を任意適用するのかは現時点では不明確であるが、仮に修正国際基準を採用することとなれば、IFRS でも日本基
準でもない理由も説明する必要が生じるであろう。その役割を一つの会社に担わせるのは酷であろうと考えられ
るが、いずれを採用するかは会社ごとの判断であるから、新日鐵住金株式会社の今後の判断に注目が集まると思
われる。
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表 1　指定国際会計基準適用会社の業種別分類
業　種 （a） （b） （a/b） 業　種 （a） （b） （a/b）
医薬品 10  66 15.2 非鉄金属  1  34 2.9
輸送用機器 11  96 11.5 情報・通信業 11 376 2.9
その他金融業  2  30  6.7 サービス業 11 387 2.8
電気機器 15 258  5.8 金属製品  2  85 2.4
ゴム製品  1  19  5.3 鉄鋼  1  45 2.2
証券、商品先物取引業  2  42  4.8 機械  5 229 2.2
精密機器  2  50  4.0 不動産業  2 114 1.8
ガラス・土石製品  2  56  3.6 陸運業  1  58 1.7
化学  7 209  3.3 小売業  4 335 1.2
卸売業 10 317  3.2 食料品  1 125 0.8
（注）	（a）は指定国際会計基準適用会社数、（b）は上場会社数8、（a/b）は指定国際会計基準適用会社数がその業
種に属する上場会社数に占める割合である。
会社数の単位は社、割合の単位は％。
日本取引所の「IFRS適用済み・適用決定会社一覧」「上場会社数・上場株式数」等のデータより筆者作成。
　　表 1 のように、医薬品業界は指定国際会計基準の任意適用会社の割合が高い業界である。適
用割合が高くなる理由としては、売上に占める海外事業の割合の高さ、外国人株主の持株比率
の高さ、売上高研究開発費比率の高さ、M&A への積極性の高さなど、さまざまな点が指摘さ
れることがある。しかし、現時点では筆者の知る限り、医薬品業界において指定国際会計基準
を任意適用する会社としない会社が存在する理由はなぜか、また、他業界でも上記の事項にあ
てはまる会社が指定国際会計基準を任意適用しているのか否か等の実証分析が十分に進んでお
らず、上記の事項が指定国際会計基準の採否の基準として必要条件なのか十分条件なのか等、
確定的なことが言えない状況である。この点は指定国際会計基準任意適用会社の社数の増加に
伴い検証すべき課題であるが、本稿では、任意適用の理由には踏み込まず、任意適用割合が高
く指定国際会計基準の適用に積極的な業界といえる医薬品業界を取り上げて財務諸表への影響
のみを検討する。医薬品業界に限定すると、表 2 の 10 社が対象となる9。
表 2　医薬品業界における指定国際会計基準適用会社
会社名 適用時期 会社名 適用時期
中外製薬 2013 年 12 月期 第一三共 2014 年 3 月期
武田薬品工業 2014 年 3 月期 エーザイ 2015 年 3 月期
アステラス製薬 2014 年 3 月期 参天製薬 2015 年 3 月期
小野薬品工業 2014 年 3 月期 ジーエヌアイグループ 2015 年 12 月期
そーせいグループ10 2014 年 3 月期 田辺三菱製薬 2017 年 3 月期
（注）会社名について、「株式会社」は省略している。
ここでいう適用時期は、決算短信または有価証券報告書・四半期報告書において開示を始めた時期であ
り、後述する指定国際会計基準移行日（IFRS移行日）とは異なる。
8 上場会社数は、東証一部、二部、マザーズ、JASDAQ に上場する会社数である。ただし、REIT 等、SPC として
機能している会社および外国会社は除いている。また、指定国際会計基準適用会社がない業界については表に含
めていない。
9 中外製薬、エーザイ、田辺三菱製薬は第 1 四半期から適用している。
10 決算短信ではなく有価証券報告書より適用している。
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表 1　指定国際会計基準適用会社の業種別分類
業　種 （a） （b） （a/b） 業　種 （a） （b） （a/b）
医薬品 10  66 15.2 非鉄金属  1  34 2.9
輸送用機器 11  96 11.5 情報・通信業 11 376 2.9
その他金融業  2  30  6.7 サービス業 11 387 2.8
電気機器 15 258  5.8 金属製品  2  85 2.4
ゴム製品  1  19  5.3 鉄鋼  1  45 2.2
証券、商品先物取引業  2  42  4.8 機械  5 229 2.2
精密機器  2  50  4.0 不動産業  2 114 1.8
ガラス・土石製品  2  56  3.6 陸運業  1  58 1.7
化学  7 209  3.3 小売業  4 335 1.2
卸売業 10 317  3.2 食料品  1 125 0.8
（注）	（a）は指定国際会計基準適用会社数、（b）は上場会社数8、（a/b）は指定国際会計基準適用会社数がその業
種に属する上場会社数に占める割合である。
会社数の単位は社、割合の単位は％。
日本取引所の「IFRS適用済み・適用決定会社一覧」「上場会社数・上場株式数」等のデータより筆者作成。
　　表 1 のように、医薬品業界は指定国際会計基準の任意適用会社の割合が高い業界である。適
用割合が高くなる理由としては、売上に占める海外事業の割合の高さ、外国人株主の持株比率
の高さ、売上高研究開発費比率の高さ、M&A への積極性の高さなど、さまざまな点が指摘さ
れることがある。しかし、現時点では筆者の知る限り、医薬品業界において指定国際会計基準
を任意適用する会社としない会社が存在する理由はなぜか、また、他業界でも上記の事項にあ
てはまる会社が指定国際会計基準を任意適用しているのか否か等の実証分析が十分に進んでお
らず、上記の事項が指定国際会計基準の採否の基準として必要条件なのか十分条件なのか等、
確定的なことが言えない状況である。この点は指定国際会計基準任意適用会社の社数の増加に
伴い検証すべき課題であるが、本稿では、任意適用の理由には踏み込まず、任意適用割合が高
く指定国際会計基準の適用に積極的な業界といえる医薬品業界を取り上げて財務諸表への影響
のみを検討する。医薬品業界に限定すると、表 2 の 10 社が対象となる9。
表 2　医薬品業界における指定国際会計基準適用会社
会社名 適用時期 会社名 適用時期
中外製薬 2013 年 12 月期 第一三共 2014 年 3 月期
武田薬品工業 2014 年 3 月期 エーザイ 2015 年 3 月期
アステラス製薬 2014 年 3 月期 参天製薬 2015 年 3 月期
小野薬品工業 2014 年 3 月期 ジーエヌアイグループ 2015 年 12 月期
そーせいグループ10 2014 年 3 月期 田辺三菱製薬 2017 年 3 月期
（注）会社名について、「株式会社」は省略している。
ここでいう適用時期は、決算短信または有価証券報告書・四半期報告書において開示を始めた時期であ
り、後述する指定国際会計基準移行日（IFRS移行日）とは異なる。
8 上場会社数は、東証一部、二部、マザーズ、JASDAQ に上場する会社数である。ただし、REIT 等、SPC として
機能している会社および外国会社は除いている。また、指定国際会計基準適用会社がない業界については表に含
めていない。
9 中外製薬、エーザイ、田辺三菱製薬は第 1 四半期から適用している。
10 決算短信ではなく有価証券報告書より適用している。
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2.3　指定国際会計基準における初度適用の規定
　指定国際会計基準に含まれている IFRS 11第 1 号では、IFRS 以外の会計基準に準拠して（連
結）財務諸表を作成していた会社が初めて IFRS に準拠した（連結）財務諸表を作成する際に
適用する処理等が定められている。IFRS 第 1 号で重視されているのは比較可能性であり、複
数年表示の財務諸表において比較年度も含めて IFRS が適用されることが求められるほか、会
社間の比較可能性の確保や従来より IFRS を適用している会社との比較可能性の確保なども考
慮されている。
　このため、IFRS の初度適用にあたっては、基本的に、初度適用会社は設立当初から IFRS
を適用してきたかのように財務諸表を作成することが求められる。ただし、実際には設立まで
遡って財務諸表を公表するわけではなく、各会社は、①最初の IFRS 財務諸表（t 期と t － 1
期の財務諸表。このうち、t 期は最初の IFRS 報告期間となる。）および② IFRS 移行日（t －
1 期の期首）の開始財政状態計算書を作成・公表することになる。
　IFRS 移行日の開始財政状態計算書の作成にあたっては、最初の IFRS 財務諸表と同じ会計
方針を採用する。つまり、IFRS 移行日に有効であった IFRS の個別基準に従うのではなく、
最初の IFRS 財務諸表において適用されている IFRS の個別基準に従うのである。ただし、実
務上の負担、コストとベネフィットとの関係を考慮し、8 項目の遡及適用禁止規定があるほか、
20 項目について免除規定が設けられている。なお、IFRS の初度適用により従来採用してきた
会計基準と会計方針が異なる場合、その変更の影響は IFRS 移行日において利益剰余金または
その他の純資産項目に反映され、調整表が開示されることになる。
3．先行研究
　海外における IFRS12適用の影響や、わが国における指定国際会計基準の適用の影響につい
ては、実務における必要性から、コンサルティング会社や監査法人等による分析が多くなされ
ている一方で、研究者による分析は少数に留まっている。もちろん、内容が重複するのであれ
ば分析を行う者が誰であれ差異はないのであるが、傾向としては、実務家による分析は個別事
例を中心に行われており、研究者による分析は全体の傾向を分析するものが中心である。ここ
では、各社の影響を個別に分析することが目的ではないので、研究者による全体的な分析を概
観する13。
　海外の会社を対象とした IFRS 適用の影響に関する先行研究のうち、O’Connell and 
Sullivan [2008]、Aisbitt [2006] については林 [2010] および林 [2015] において詳細にまとめら
れている。そのため、これらについて、詳細は原著および林 [2010] および林 [2015] に譲るが、
O’Connell and Sullivan [2008] は本稿における検討の基になる手法を用いているため、やや詳
11 2.3 においては、指定国際会計基準に含まれる IFRS 第 1 号の説明であるため、「指定国際会計基準」ではなく「IFRS」
と表記している。
12 2.3 と同様に、海外事例を分析した文献については、「指定国際会計基準」ではなく「IFRS」と表記している。また、
先行研究実施当時では IFRS ではなく国際会計基準（IAS）であったものもあるが、本稿ではすべて IFRS と表記
している。
13 ただし、研究者による分析といっても、サンプルとしている会社数が少数に留まっているため、個別事例の影響
を大きく受けていることは否定できない。本稿も同様であり、この点を克服するには、サンプルの拡大が不可欠
である。
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しく述べる。これらに対し、Hung and Subramanyam [2007]、DeGeorge, Li and Shivakumar 
[2016] については、林 [2010] および林 [2015] には含まれていないため、必要な部分をとりあ
げる。
　まず、Hung and Subramanyam [2007] においては、IFRS を自発的に適用したドイツの会
社を対象として、1998 年から 2002 年までのドイツ会計基準のもとでの会計数値と IFRS のも
とでの会計数値を分析している。その結果、ドイツ会計基準のもとでの数値と IFRS のもとで
の数値を比較すると、純資産簿価や当期純利益は有意に IFRS のもとでの数値の方が大きかっ
たとしている。このほか、総資産および純資産簿価はドイツ会計基準のもとよりも IFRS のも
とでの方が評価上の役割が大きく、当期純利益は逆に小さいことを発見し、さらに、純資産へ
の修正は価値関連性があるが、当期純利益への修正は価値関連性がないとしている。
　次に、O’Connell and Sullivan [2008] は、分析対象国を広げるとともに自発的に適用した会
社ではなく IFRS が強制的に適用された会社を対象として、2004 年の数値を用いて分析して
いる。O’Connell and Sullivan [2008] の大きな特徴は、Index of Comparability14を用いている
点である。彼らが用いている Index of Comparability は、「1 － ｛（現地基準のもとでの当期純
利益 － IFRS のもとでの当期純利益）÷現地基準のもとでの当期純利益の絶対値｝」という式
で示される。この式を用いることにより、算定結果が 1 よりも大きくなれば、IFRS に準拠し
た場合の方が当期純利益が大きいことを示しており、1 より小さくなれば、IFRS に準拠した
場合の方が当期純利益が小さいことを示している。検証の結果、現地基準から IFRS に会計基
準を変更することにより、当期純利益が高くなっている会社が 37 社中 27 社あり、検定の結果、
Index of Comparability が 1 と等しいとする帰無仮説が棄却されている。
　また、O’Connell and Sullivan [2008] では、IFRS の個別基準の影響も検証しており、調整
会社数では企業結合（IFRS 第 3 号）、株式報酬（IFRS 第 2 号）、従業員給付（IAS 第 19 号）
などが多く、特に企業結合（IFRS 第 3 号）が当期純利益を最も増加させているとの結果を得
ている。なお、当期純利益を減少させた個別基準としては、法人所得税（IAS 第 12 号）、有形
固定資産（IAS 第 16 号）、リース（IAS 第 17 号）などがあった。
　このように、O’Connell and Sullivan [2008] が当期純利益への影響に注目しているのに対し、
Aisbitt [2006] は純資産に与える影響に注目している。サンプルは 2005 年 1 月 1 日においてイ
ギリスの FTSE100index を構成する会社である。まず、IFRS への移行によって影響を受けた
貸借対照表項目は、退職給付に係る負債、有形固定資産、現金及び現金同等物、他の金融資産、
繰延税金資産などであった。イギリスの現地基準に準拠した場合の純資産に対する割合で、退
職給付に係る負債は約 15％もの変動をもたらしており、次いで、有形固定資産は約 11％であっ
た。次に、O’Connell and Sullivan [2008] と同様に個別基準の影響を行い、従業員給付（IAS
第 19 号、IFRS 第 2 号）、後発事象（IAS 第 10 号）、収益（IAS 第 18 号）が比較的大きかっ
たとしている。なお、金融商品（IAS 第 39 号）の影響は予想に反し軽微であったことも指摘
されている。
　次に、DeGeorge, Li and Shivakumar [2016] は、重厚なサーベイ論文である。すでになされ
てきたサーベイ論文も含め、新たにいくつかの領域に分けて先行研究を分類し、個々の先行研
14 林 [2011] では比較可能性指標とされている。なお、林 [2011] の脚注で指摘されているように、Index of 
Comparability はもともとは保守主義を示す指標（Conservatism Index）として考案されたもののようである。
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しく述べる。これらに対し、Hung and Subramanyam [2007]、DeGeorge, Li and Shivakumar 
[2016] については、林 [2010] および林 [2015] には含まれていないため、必要な部分をとりあ
げる。
　まず、Hung and Subramanyam [2007] においては、IFRS を自発的に適用したドイツの会
社を対象として、1998 年から 2002 年までのドイツ会計基準のもとでの会計数値と IFRS のも
とでの会計数値を分析している。その結果、ドイツ会計基準のもとでの数値と IFRS のもとで
の数値を比較すると、純資産簿価や当期純利益は有意に IFRS のもとでの数値の方が大きかっ
たとしている。このほか、総資産および純資産簿価はドイツ会計基準のもとよりも IFRS のも
とでの方が評価上の役割が大きく、当期純利益は逆に小さいことを発見し、さらに、純資産へ
の修正は価値関連性があるが、当期純利益への修正は価値関連性がないとしている。
　次に、O’Connell and Sullivan [2008] は、分析対象国を広げるとともに自発的に適用した会
社ではなく IFRS が強制的に適用された会社を対象として、2004 年の数値を用いて分析して
いる。O’Connell and Sullivan [2008] の大きな特徴は、Index of Comparability14を用いている
点である。彼らが用いている Index of Comparability は、「1 － ｛（現地基準のもとでの当期純
利益 － IFRS のもとでの当期純利益）÷現地基準のもとでの当期純利益の絶対値｝」という式
で示される。この式を用いることにより、算定結果が 1 よりも大きくなれば、IFRS に準拠し
た場合の方が当期純利益が大きいことを示しており、1 より小さくなれば、IFRS に準拠した
場合の方が当期純利益が小さいことを示している。検証の結果、現地基準から IFRS に会計基
準を変更することにより、当期純利益が高くなっている会社が 37 社中 27 社あり、検定の結果、
Index of Comparability が 1 と等しいとする帰無仮説が棄却されている。
　また、O’Connell and Sullivan [2008] では、IFRS の個別基準の影響も検証しており、調整
会社数では企業結合（IFRS 第 3 号）、株式報酬（IFRS 第 2 号）、従業員給付（IAS 第 19 号）
などが多く、特に企業結合（IFRS 第 3 号）が当期純利益を最も増加させているとの結果を得
ている。なお、当期純利益を減少させた個別基準としては、法人所得税（IAS 第 12 号）、有形
固定資産（IAS 第 16 号）、リース（IAS 第 17 号）などがあった。
　このように、O’Connell and Sullivan [2008] が当期純利益への影響に注目しているのに対し、
Aisbitt [2006] は純資産に与える影響に注目している。サンプルは 2005 年 1 月 1 日においてイ
ギリスの FTSE100index を構成する会社である。まず、IFRS への移行によって影響を受けた
貸借対照表項目は、退職給付に係る負債、有形固定資産、現金及び現金同等物、他の金融資産、
繰延税金資産などであった。イギリスの現地基準に準拠した場合の純資産に対する割合で、退
職給付に係る負債は約 15％もの変動をもたらしており、次いで、有形固定資産は約 11％であっ
た。次に、O’Connell and Sullivan [2008] と同様に個別基準の影響を行い、従業員給付（IAS
第 19 号、IFRS 第 2 号）、後発事象（IAS 第 10 号）、収益（IAS 第 18 号）が比較的大きかっ
たとしている。なお、金融商品（IAS 第 39 号）の影響は予想に反し軽微であったことも指摘
されている。
　次に、DeGeorge, Li and Shivakumar [2016] は、重厚なサーベイ論文である。すでになされ
てきたサーベイ論文も含め、新たにいくつかの領域に分けて先行研究を分類し、個々の先行研
14 林 [2011] では比較可能性指標とされている。なお、林 [2011] の脚注で指摘されているように、Index of 
Comparability はもともとは保守主義を示す指標（Conservatism Index）として考案されたもののようである。
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究を概観したものである。DeGeorge, Li and Shivakumar [2016] は 11 章からなる長編の論文
であるが、本稿に関連しているのは主に第 3 章である。第 3 章はさらに、① IFRS を自発的に
適用した場合に関する研究、② IFRS の強制適用の場合に関する研究、③財務報告の質と比較
可能性に分類されている。わが国の場合、IFRS は任意適用であるから、もっとも関係するの
は①である。
　DeGeorge, Li and Shivakumar [2016] 第 3 章 で は、 ① に つ い て、 上 述 の Hung and 
Subramanyam [2007] に言及した上で、当期純利益の価値関連性について異なる結果となっ
ている Bartov, Goldberg, and Kim [2005] を紹介している。すなわち、Bartov, Goldberg, and 
Kim [2005] では、IFRS、米国会計基準および現地会計基準（ドイツの会計基準）を比較し、
現地会計基準よりも、IFRS や米国会計基準の方が価値関連性が高いと結論づけているのであ
る。また、フィンランドの会社をサンプルとした Kinnunen, Niskanen, and Kasanen [2000] で
は、IFRS に準拠した会計数値の方が海外投資家にとって情報価値が高いとしている。同様に、
スイスの会社を対象とした Auer [1996] においては、IFRS に準拠した会計数値はスイスの投
資家にとって情報価値が高いとしている。
　また、巨大な資本市場を有する米国市場を対象とした先行研究として、Harris and Muller 
[1999] が紹介されている。Harris and Muller [1999] では、米国とその他の国の双方に上場し
ている会社をサンプルとし、IFRS と米国会計基準のもとでの利益や純資産の調整表の項目の
価値関連性を検証し、IFRS に準拠した会計数値は株価とより高く関連し、米国会計基準に準
拠した会計数値は株価リターンとより高く関連しているとの結果を得ている。
　このように、近年では IFRS と現地基準の会計数値の差異を検証するだけでなく、株価や株
価リターンとの関連性の検証が行われるようになってきている。先行研究の中にはサンプル数
が比較的少ないものもあるため、一概には言えないが、総じて IFRS の自発的適用は、価値関
連性を高めているとの結論が多くなっている。
　最後に、わが国の医薬品業界の会社を対象とした先行研究を確認する。大倉 [2016] は、わ
が国の医薬品業界の会社 5 社の有価証券報告書をもとに、日本基準から指定国際会計基準への
移行による差異の分析を通じて、個々の差異を検討している。本稿ではわが国の医薬品業界の
会社 10 社のデータから全体的な傾向を確認していくが、個々の差異の原因を把握するには大
倉 [2016] を参照されたい。
4．わが国医薬品業界における指定国際会計基準適用の影響
　本章では、表 2 で示した各会社の決算短信または有価証券報告書の情報をもとに、指定国際
会計基準移行日における日本基準と指定国際会計基準のもとでの純資産の差異および指定国際
会計基準移行日を含む会計期間の日本基準と指定国際会計基準のもとでの当期純利益（少数株
主損益調整前当期純利益）15の差異を分析する。
　なお、開示上は、日本基準のもとでの数値と指定国際会計基準のもとでの数値の差は「表示
15 「連結財務諸表に関する会計基準」の改訂により、少数株主損益調整前当期純利益であった項目が、現在では当期
純利益となっている。指定国際会計基準移行日がサンプルとなる会社によって異なるため、分析にあたっては少
数株主損益を控除する前の当期純利益を用いているが、一律に当期純利益と表記している。
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科目の組替」と「認識・測定の差異」の 2 つに分けられるが、ここでは「認識・測定の差異」
のみを対象とする。会計処理の相違による純資産や利益に対する金額的影響を分析することが
主眼であるため、「表示科目の組替」を含めない方が明確になるからである。また、情報源として、
各社が任意に開示している決算説明資料などを用いることによって、より詳細な情報が入手で
きることがあるが、本稿では決算短信および有価証券報告書の数値を用いている。たとえば、
決算短信にでは、「差異 100、原因は A」としていても、決算説明資料等では「差異 100、こ
のうち 97 の原因は A、3 はその他」となっていることもある。このような場合は、重要性を
考慮して決算短信や有価証券報告書では表記していないのであるが、本稿では制度上の開示内
容を分析するため、決算短信や有価証券報告書に記載されている内容に従っている。
　
4.1　指定国際会計基準移行日における純資産への影響
　指定国際会計基準移行日における純資産への影響については、
　　　①　全体としての調整額の大きさと大小関係
　　　②　調整額が大きい項目または勘定科目
について検討する。
　まず、①については、O’Connell and Sullivan [2008] を参考にし、次の指標を用いる。この際、
分母がマイナスになるサンプルがないため、分母は絶対値にせずそのままの数値を用いている。
なお、Index of Comparability ＮＡは純資産に関する比較可能性指標、ＮＡＩＦＲＳは指定国際会
計基準のもとでの移行日における資本、ＮＡＪは日本基準のもとでの移行日における純資産で
ある。
Index of Comparability ＮＡ　＝
ＮＡＩＦＲＳ－ＮＡＪ
ＮＡＪ
　純資産に関する比較可能性指標を求めると、日本基準に準拠した純資産から指定国際会計基
準に準拠した純資産への調整額がプラスである場合には計算結果もプラスになるが、そーせい
グループと田辺三菱製薬の 2 社がマイナスで、ジーエヌアイグループがゼロ、他の 7 社はプラ
スであった。これを平均してみると、平均値は 2.99％、中央値は 1.96％、標準偏差は 4.26％で
ある。ただし、ジーエヌアイグループがやや特殊であり、ベンチャー企業であるが故に調整項
目がほぼ存在せず、純資産の調整額合計はゼロになっている。そこで、ジーエヌアイグループ
を除いた 9 社で同様に計算すると、平均値は 3.33％、中央値は 2.23％、標準偏差は 4.37％となる。
海外の先行研究と比較すると、指定国際会計基準の導入によって純資産がやや増加している点
は類似するものの、増加割合や標準偏差はそれほど大きくないとも言える。また、サンプルの
中でも、増加割合が 10％程度ある会社もあれば、1％や 2％の会社もある。そこで、その原因
を把握するためにも、②（調整額が大きい項目または勘定科目）の調査が必要となる。
　②については、各勘定科目に関する調整額（IFRS のもとでの数値から日本基準のもとでの
数値を控除した額）を日本基準のもとでの純資産の金額で除して比較可能性指標を算定する。
ただし、各勘定科目については、計算する上で一律に計算できるわけではない。たとえば、有
形固定資産のように、どの会社でも独立の項目として計上しているものもあれば、ある会社で
は独立の科目とされているが、他の会社では「その他」に含まれているものもあるからである。
残念ながら、「その他」に含まれる項目の明細を完全には把握することができないため、ここ
では決算短信や有価証券報告書からわかる範囲で検討を行う。
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科目の組替」と「認識・測定の差異」の 2 つに分けられるが、ここでは「認識・測定の差異」
のみを対象とする。会計処理の相違による純資産や利益に対する金額的影響を分析することが
主眼であるため、「表示科目の組替」を含めない方が明確になるからである。また、情報源として、
各社が任意に開示している決算説明資料などを用いることによって、より詳細な情報が入手で
きることがあるが、本稿では決算短信および有価証券報告書の数値を用いている。たとえば、
決算短信にでは、「差異 100、原因は A」としていても、決算説明資料等では「差異 100、こ
のうち 97 の原因は A、3 はその他」となっていることもある。このような場合は、重要性を
考慮して決算短信や有価証券報告書では表記していないのであるが、本稿では制度上の開示内
容を分析するため、決算短信や有価証券報告書に記載されている内容に従っている。
　
4.1　指定国際会計基準移行日における純資産への影響
　指定国際会計基準移行日における純資産への影響については、
　　　①　全体としての調整額の大きさと大小関係
　　　②　調整額が大きい項目または勘定科目
について検討する。
　まず、①については、O’Connell and Sullivan [2008] を参考にし、次の指標を用いる。この際、
分母がマイナスになるサンプルがないため、分母は絶対値にせずそのままの数値を用いている。
なお、Index of Comparability ＮＡは純資産に関する比較可能性指標、ＮＡＩＦＲＳは指定国際会
計基準のもとでの移行日における資本、ＮＡＪは日本基準のもとでの移行日における純資産で
ある。
Index of Comparability ＮＡ　＝
ＮＡＩＦＲＳ－ＮＡＪ
ＮＡＪ
　純資産に関する比較可能性指標を求めると、日本基準に準拠した純資産から指定国際会計基
準に準拠した純資産への調整額がプラスである場合には計算結果もプラスになるが、そーせい
グループと田辺三菱製薬の 2 社がマイナスで、ジーエヌアイグループがゼロ、他の 7 社はプラ
スであった。これを平均してみると、平均値は 2.99％、中央値は 1.96％、標準偏差は 4.26％で
ある。ただし、ジーエヌアイグループがやや特殊であり、ベンチャー企業であるが故に調整項
目がほぼ存在せず、純資産の調整額合計はゼロになっている。そこで、ジーエヌアイグループ
を除いた 9 社で同様に計算すると、平均値は 3.33％、中央値は 2.23％、標準偏差は 4.37％となる。
海外の先行研究と比較すると、指定国際会計基準の導入によって純資産がやや増加している点
は類似するものの、増加割合や標準偏差はそれほど大きくないとも言える。また、サンプルの
中でも、増加割合が 10％程度ある会社もあれば、1％や 2％の会社もある。そこで、その原因
を把握するためにも、②（調整額が大きい項目または勘定科目）の調査が必要となる。
　②については、各勘定科目に関する調整額（IFRS のもとでの数値から日本基準のもとでの
数値を控除した額）を日本基準のもとでの純資産の金額で除して比較可能性指標を算定する。
ただし、各勘定科目については、計算する上で一律に計算できるわけではない。たとえば、有
形固定資産のように、どの会社でも独立の項目として計上しているものもあれば、ある会社で
は独立の科目とされているが、他の会社では「その他」に含まれているものもあるからである。
残念ながら、「その他」に含まれる項目の明細を完全には把握することができないため、ここ
では決算短信や有価証券報告書からわかる範囲で検討を行う。
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　まず、各勘定科目の比較可能性指標を算定し、単純に、日本基準のもとでの純資産の 1％超（あ
るいは－ 1％超）の調整がなされている項目を確認すると、多い順に、無形資産（10 社中 8 社）、
繰延税金資産または繰延税金負債（10 社中 5 社）、有形固定資産（10 社中 4 社）、退職給付に
係る負債（10 社中 2 社）の順になる16。このうち、繰延税金資産または繰延税金負債について
は、連結ベースでの会社間取引による未実現利益の消去に伴う税効果の計算方法に関する日本
基準と指定国際会計基準の相違や、繰延税金資産の回収可能性に関する日本基準と指定国際会
計基準のもとでの判断の仕方の相違もあるが、多額になる主な原因は、当然ではあるが「他の
項目に関する調整額」である。つまり、無形資産や有形固定資産に関して調整を加えると、そ
れに実効税率を乗じた分だけ繰延税金資産または繰延税金負債が増減するのである。そうする
と、さらに検討すべきは、無形資産、有形固定資産、退職給付に関する負債について、調整が
必要となった原因であろう。以下では、（A）無形資産、（B）有形固定資産、（C）退職給付に
関する負債に分けて検討する。
（A） 無形資産
　無形資産について各社の記述を確認すると、主な原因は 2 種類に分かれることがわかる。具
体的には、一つは日本基準では研究開発費等として一括費用化していた項目を資産計上してい
ることであり、もう一つはのれんに関連するものである。
　このうち、研究開発費等を資産化している会社について確認すると、典型的なものは、技術
導入契約等による支出を資産化しているケースである。医薬品業界においては他の会社から仕
掛中の研究開発プロジェクトを取得することが多くあるが、仕掛中の研究開発プロジェクトを
取得して対価を支払った場合、日本基準のもとでは、企業結合に該当する場合を除き発生時に
研究開発費として一括費用化されるが、指定国際会計基準においては資産と判断されるのであ
る17。また、仕掛研究開発費のほかに、販売権の資産化やその耐用年数の見直しも挙げられて
いる。これらは、10 社中 6 社で指定国際会計基準移行日における調整額に関する注記がなさ
れている。
　もう一つは、のれんに関連する調整である。2.3 で述べたように、IFRS 第 1 号には免除規定
が設けられている。その一つとして、過去の企業結合について IFRS 第 3 号を遡及適用しない
ことを選択することが可能であり、この免除規定を選択すれば、指定国際会計基準移行日前の
企業結合から生じたのれんの額については、従来用いてきた会計基準のもとでの帳簿価額をそ
のまま移行日における指定国際会計基準のもとでの帳簿価額として引き継ぐことができる。実
際に、多くの会社がこの IFRS 第 3 号に関する免除規定を利用するため、移行日における純資
産の調整という点に限れば、のれんには影響がないようにも思える18。しかし、実際にはのれ
んに関する調整がなされていることがあるので、ここでは実際に開示されている記述を確認す
る。まず、エーザイは、調整に関する注記として、「当社グループは、移行日より前の企業結
合に IFRS を遡及適用しない免除規定を選択しております。ただし、開始財政状態計算書にお
いて、米国の Morphotek Inc. の買収により取得した技術資産の一部は IFRS における無形資
産の要件を満たさないため、関連する繰延税金を含めてのれんの一部として組み替えておりま
16 たとえば、棚卸資産は 10 社中 7 社で調整がなされているが、0.5％（あるいは－ 0.5％）を超える調整がなされて
いる会社はない。
17 IAS 第 38 号第 25 項参照。
18 後述のように、のれんの償却・非償却は、移行日以降の会計期間の損益に影響を及ぼす。
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す。」としている。また、田辺三菱製薬は、「IFRS の適用に伴い、過去の企業結合において識
別していなかった技術導入契約等に伴う支出のうち、IFRS の認識要件を満たすものについて
は「無形資産」として計上したことにより、「のれん」が減少しています。」としている。つま
り、わが国の会計基準において企業結合時に無形資産に取得の対価を配分することが求められ
ていなかった場合に、新たにそれを無形資産として計上する場合や、「企業結合に関する会計
基準」第 29 項および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」第 59 項、
第 59-2 項に従って無形資産への企業結合の対価の配分を行った場合に、無形資産とされた（ま
たはされなかった）部分が指定国際会計基準では無形資産とされなかった（またはされた）と
いうことであり、仕掛研究開発費の処理と同じく、会計基準の不一致によって調整が必要になっ
たということである。
（B） 有形固定資産
　有形固定資産については、減価償却方法、耐用年数の相違、みなし原価の利用、取得にあ
たっての付随費用の取り扱いの相違等が主な理由とされている。具体的には、減価償却方法に
ついては、日本基準では減価償却方法として定率法を採用しているが、指定国際会計基準では
定額法を用いている、耐用年数については、日本基準では法定耐用年数等を用いていることが
あるが、指定国際会計基準の任意適用にあたって経済的耐用年数を見直している、取得時点に
遡って減価償却の計算を行うのではなく指定国際会計基準の移行日における公正価値をもって
移行日の帳簿価額としている（みなし原価の利用）、不動産取得税を日本基準では費用化して
いるが指定国際会計基準では原価算入している、特定目的の研究機器を資産化している等であ
る。これらについては、個々の原因ごとの調整金額が明らかでないため、どの原因が大きな影
響を及ぼしているのかは不明である。有形固定資産について注意すべきは、後述の表 3でも示
すが、各社によってバラツキが大きいことである。近年では、わが国の上場企業が減価償却方
法を定額法に変更する事例が多く見られるが、指定国際会計基準への移行の前に会計方針の変
更を行っておくことによって、有形固定資産に関する調整額はある程度抑えることができるも
のと推察される。
（C） 退職給付に係る負債
　退職給付に係る負債については、退職給付債務の計算方法の違いや数理計算上の差異の処理
の違いが原因として挙げられている。退職給付債務の計算方法の相違については、「退職給付
に関する会計基準」が 2012 年に改正され、2014 年 4 月 1 日以後開始する連結会計期間から適
用されており、指定国際会計基準と日本基準との間の差異が大きく解消されている。退職給付
に関する大きな調整額を計上しているのは、2013 年 4 月 1 日を指定国際会計基準移行日とす
る参天製薬までであることからすると、日本基準の改訂によって、調整の負担が減少した可能
性が高いといえる。
　以上のように、無形資産については現行の会計基準間の差異が解消されていないために、今
後も指定国際会計基準の任意適用にあたって調整が必要になると思われるが、有形固定資産や
退職給付については、会計方針の変更によって影響を小さくすることができるほか、会計基準
の改訂によって影響が既に小さくなってきていると推察される。
　最後に、上記の勘定科目について、比較可能性指標の平均値等をまとめておく。すでに述べ
たように、有形固定資産についてはバラツキが大きいことが特徴である。また、無形資産につ
いては、仕掛研究開発費等の影響が非常に大きく、すべての会社でプラスになっていることが
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す。」としている。また、田辺三菱製薬は、「IFRS の適用に伴い、過去の企業結合において識
別していなかった技術導入契約等に伴う支出のうち、IFRS の認識要件を満たすものについて
は「無形資産」として計上したことにより、「のれん」が減少しています。」としている。つま
り、わが国の会計基準において企業結合時に無形資産に取得の対価を配分することが求められ
ていなかった場合に、新たにそれを無形資産として計上する場合や、「企業結合に関する会計
基準」第 29 項および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」第 59 項、
第 59-2 項に従って無形資産への企業結合の対価の配分を行った場合に、無形資産とされた（ま
たはされなかった）部分が指定国際会計基準では無形資産とされなかった（またはされた）と
いうことであり、仕掛研究開発費の処理と同じく、会計基準の不一致によって調整が必要になっ
たということである。
（B） 有形固定資産
　有形固定資産については、減価償却方法、耐用年数の相違、みなし原価の利用、取得にあ
たっての付随費用の取り扱いの相違等が主な理由とされている。具体的には、減価償却方法に
ついては、日本基準では減価償却方法として定率法を採用しているが、指定国際会計基準では
定額法を用いている、耐用年数については、日本基準では法定耐用年数等を用いていることが
あるが、指定国際会計基準の任意適用にあたって経済的耐用年数を見直している、取得時点に
遡って減価償却の計算を行うのではなく指定国際会計基準の移行日における公正価値をもって
移行日の帳簿価額としている（みなし原価の利用）、不動産取得税を日本基準では費用化して
いるが指定国際会計基準では原価算入している、特定目的の研究機器を資産化している等であ
る。これらについては、個々の原因ごとの調整金額が明らかでないため、どの原因が大きな影
響を及ぼしているのかは不明である。有形固定資産について注意すべきは、後述の表 3でも示
すが、各社によってバラツキが大きいことである。近年では、わが国の上場企業が減価償却方
法を定額法に変更する事例が多く見られるが、指定国際会計基準への移行の前に会計方針の変
更を行っておくことによって、有形固定資産に関する調整額はある程度抑えることができるも
のと推察される。
（C） 退職給付に係る負債
　退職給付に係る負債については、退職給付債務の計算方法の違いや数理計算上の差異の処理
の違いが原因として挙げられている。退職給付債務の計算方法の相違については、「退職給付
に関する会計基準」が 2012 年に改正され、2014 年 4 月 1 日以後開始する連結会計期間から適
用されており、指定国際会計基準と日本基準との間の差異が大きく解消されている。退職給付
に関する大きな調整額を計上しているのは、2013 年 4 月 1 日を指定国際会計基準移行日とす
る参天製薬までであることからすると、日本基準の改訂によって、調整の負担が減少した可能
性が高いといえる。
　以上のように、無形資産については現行の会計基準間の差異が解消されていないために、今
後も指定国際会計基準の任意適用にあたって調整が必要になると思われるが、有形固定資産や
退職給付については、会計方針の変更によって影響を小さくすることができるほか、会計基準
の改訂によって影響が既に小さくなってきていると推察される。
　最後に、上記の勘定科目について、比較可能性指標の平均値等をまとめておく。すでに述べ
たように、有形固定資産についてはバラツキが大きいことが特徴である。また、無形資産につ
いては、仕掛研究開発費等の影響が非常に大きく、すべての会社でプラスになっていることが
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特徴である。さらに、先行研究と比較すると、Aisbitt [2006] では退職給付に係る負債、有形
固定資産、他の金融資産、繰延税金資産などが大きく変動する項目として挙げられていたが、
本稿での検討結果はいずれも Aisbitt [2006] よりも調整が小さく、また、無形資産が変動が大
きい項目として上位に位置している点が特徴的である。Aisbitt [2006] はドイツの会社をサン
プルとしているため一律には比較できないが、わが国では日本基準と指定国際会計基準のコン
バージェンスが進んでいることが、調整の大きさを小さくしている原因であろう。また、無形
資産の変動が比較的大きいのは、医薬品業界に属する会社のみをサンプルとしているためと考
えられる。
表 3　指定国際会計基準移行日における主な項目の比較可能性指標
有形固定資産 無形資産 退職給付 繰延税金 調整額全体
平 均 値  2.01  4.10 -0.57 -0.78  3.33
中 央 値  0.25  3.10 -0.30  0.00  2.23
最 大 値 13.16 14.44  0.57  1.95 10.51
最 小 値 -0.56  0.20 -2.30 -4.79 -4.35
標準偏差  4.07  3.99  0.83  2.10  4.37
（注）ジーエヌアイグループを除いた 9社で計算している。単位はすべて％。
符号はすべて純資産に与える影響で示している。よって、資産の増加と負債の減少はプラス、資産の
減少と負債の増加はマイナスとしている。
退職給付は、退職給付に係る負債に関する調整額だけでなく、退職給付に係る資産に関する調整額も
含めている。
繰延税金は、繰延税金資産と繰延税金負債の双方を含めている。
4.2　指定国際会計基準移行日を含む会計期間の当期純利益への影響
　指定国際会計基準移行日を含む会計期間の当期純利益への影響についても、
　　　①　全体としての調整額の大きさと大小関係
　　　②　調整額が大きい勘定科目
について検討する。
　まず、①については、4.1 と同様に次の指標を用いる。ただし、そーせいグループとジーエ
ヌアイグループは当期純損失を計上しているため、計算式の分母は絶対値を用いている。なお、
Index of Comparability ＮＩは当期純利益に関する比較可能性指標、ＮＩＩＦＲＳは指定国際会計
基準のもとでの移行日を含む会計期間の当期純利益、ＮＩＪは日本基準のもとでの移行日を含
む会計期間の当期純利益である。
Index of Comparability ＮＩ　＝
ＮＩＩＦＲＳ－ＮＩＪ
｜ＮＩＪ｜
　当期純利益に関する比較可能性指標を求めると、日本基準に準拠した当期純利益から指定国
際会計基準に準拠した当期純利益への調整額がプラスである場合には計算結果もプラスになる
が、中外製薬、小野薬品工業、第一三共の 3 社がマイナスで、他の 7 社はプラスであった。こ
れを平均してみると、平均値は 27.11％、中央値は 7.57％、標準偏差は 66.01％である。ただし、
そーせいグループは、日本基準のもとでの当期純損失の絶対値に対して大きな調整額を計上し
ており、除外した方が全体の指標をよく示すことができる。そこで、そーせいグループを除い
た 9 社で同様に計算すると、平均値は 5.24％、中央値は 5.31％、標準偏差は 7.55％となる。そー
せいグループを除いたデータでも、3 社が 10％を超えており、1 社が 10％弱、3 社がマイナス
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であるから、標準偏差がやや大きくなっている。純資産と同様に、バラツキが生じている原因
を把握するためにも、②（調整額が大きい勘定科目）の調査が必要となる。
　②については、各勘定科目に関する調整額（IFRS のもとでの数値から日本基準のもとでの
数値を控除した額）を日本基準のもとでの当期純損益の絶対値で除して比較可能性指標を算定
する。なお、決算短信や有価証券報告書からわかる範囲で検討を行う点は、純資産と同様であ
る。また、勘定科目と表記しているが、決算短信や有価証券報告書における調整表では、具体
的な勘定科目が示されていないことが多いため、表示区分に関する言及を行ってからできる限
り細分化して述べる。
　まず、各勘定科目（表示区分）の比較可能性指標を算定し、日本基準のもとでの当期純利益（少
数株主損益調整前当期純利益）の 1％超（あるいは－ 1％超）の調整がなされている項目を確
認すると、多い順に販売費及び一般管理費（全社）、売上高（10 社中 6 社）、法人税等（10 社
中 6 社）、売上原価（10 社中 5 社）、営業外収益及び特別利益（10 社中 4 社）の順になる。こ
のうち、法人税等については、貸借対照表における調整に係る繰延税金資産・繰延税金負債と
同様に、他の項目の調整によるものがほとんどである。このため、さらに検討すべきは、売上
高、売上原価、販売費及び一般管理費、営業外収益及び特別利益となる。以下では、 （A） 売上高、
（B） 売上原価、（C） 販売費及び一般管理費、（D） 営業外収益及び特別利益に分けて検討する。
（A） 売上高
　売上高に関する調整項目は一律ではない。技術導出契約等の一時金収入について日本基準で
は一括して売上高としていたものを指定国際会計基準では繰延収益としたことによる売上高の
減少、日本基準では総額で売上高としていたものを指定国際会計基準では代理人としての取引
と捉えて純額で売上高としたことによる売上高の減少があった。また、1 件だけではあるが、
在外子会社の損益について日本基準では期中平均レートを用いて換算していたものを指定国際
会計基準では超インフレ会計の適用となり期末日レートで換算したことによる売上高の減少等
がある。
（B） 売上原価
　売上原価についても、調整の原因は一律ではない。主なものは、売上高と同様に、日本基準
では総額で売上高・売上原価としていたものを指定国際会計基準では代理人としての取引と捉
えて純額で売上高としたことによる売上原価の減少、原価算入される減価償却費を算定する減
価償却方法として日本基準では定率法を用いていたものを指定国際会計基準では定額法を用い
たことによる売上原価の減少などがある。このほか、仕掛研究開発費を日本基準では一括費用
化していたものを指定国際会計基準では資産化した場合、当該研究開発費が原価算入されてい
たのであれば売上原価が減少する一方で、資産化した仕掛研究開発費を償却し、その償却費が
原価算入されることによって売上原価が増加している例もある19。同様に、販売権についても
資産化とその後の償却による影響があるケースが見られた。
　さらに、事例としては 1 件ずつあるが、売上高と同様に在外子会社の損益を日本基準では期
中平均レートを用いて換算していたものを指定国際会計基準では超インフレ会計の適用となり
期末日レートで換算した場合や、棚卸資産の単価計算方法として日本基準では総平均法を用い
19 資産化した技術導入契約の一時金等について、償却費だけでなく減損損失を売上原価に計上していると明記して
いる例もある。
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であるから、標準偏差がやや大きくなっている。純資産と同様に、バラツキが生じている原因
を把握するためにも、②（調整額が大きい勘定科目）の調査が必要となる。
　②については、各勘定科目に関する調整額（IFRS のもとでの数値から日本基準のもとでの
数値を控除した額）を日本基準のもとでの当期純損益の絶対値で除して比較可能性指標を算定
する。なお、決算短信や有価証券報告書からわかる範囲で検討を行う点は、純資産と同様であ
る。また、勘定科目と表記しているが、決算短信や有価証券報告書における調整表では、具体
的な勘定科目が示されていないことが多いため、表示区分に関する言及を行ってからできる限
り細分化して述べる。
　まず、各勘定科目（表示区分）の比較可能性指標を算定し、日本基準のもとでの当期純利益（少
数株主損益調整前当期純利益）の 1％超（あるいは－ 1％超）の調整がなされている項目を確
認すると、多い順に販売費及び一般管理費（全社）、売上高（10 社中 6 社）、法人税等（10 社
中 6 社）、売上原価（10 社中 5 社）、営業外収益及び特別利益（10 社中 4 社）の順になる。こ
のうち、法人税等については、貸借対照表における調整に係る繰延税金資産・繰延税金負債と
同様に、他の項目の調整によるものがほとんどである。このため、さらに検討すべきは、売上
高、売上原価、販売費及び一般管理費、営業外収益及び特別利益となる。以下では、 （A） 売上高、
（B） 売上原価、（C） 販売費及び一般管理費、（D） 営業外収益及び特別利益に分けて検討する。
（A） 売上高
　売上高に関する調整項目は一律ではない。技術導出契約等の一時金収入について日本基準で
は一括して売上高としていたものを指定国際会計基準では繰延収益としたことによる売上高の
減少、日本基準では総額で売上高としていたものを指定国際会計基準では代理人としての取引
と捉えて純額で売上高としたことによる売上高の減少があった。また、1 件だけではあるが、
在外子会社の損益について日本基準では期中平均レートを用いて換算していたものを指定国際
会計基準では超インフレ会計の適用となり期末日レートで換算したことによる売上高の減少等
がある。
（B） 売上原価
　売上原価についても、調整の原因は一律ではない。主なものは、売上高と同様に、日本基準
では総額で売上高・売上原価としていたものを指定国際会計基準では代理人としての取引と捉
えて純額で売上高としたことによる売上原価の減少、原価算入される減価償却費を算定する減
価償却方法として日本基準では定率法を用いていたものを指定国際会計基準では定額法を用い
たことによる売上原価の減少などがある。このほか、仕掛研究開発費を日本基準では一括費用
化していたものを指定国際会計基準では資産化した場合、当該研究開発費が原価算入されてい
たのであれば売上原価が減少する一方で、資産化した仕掛研究開発費を償却し、その償却費が
原価算入されることによって売上原価が増加している例もある19。同様に、販売権についても
資産化とその後の償却による影響があるケースが見られた。
　さらに、事例としては 1 件ずつあるが、売上高と同様に在外子会社の損益を日本基準では期
中平均レートを用いて換算していたものを指定国際会計基準では超インフレ会計の適用となり
期末日レートで換算した場合や、棚卸資産の単価計算方法として日本基準では総平均法を用い
19 資産化した技術導入契約の一時金等について、償却費だけでなく減損損失を売上原価に計上していると明記して
いる例もある。
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ていたものを指定国際会計基準では先入先出法を採用した場合、数理計算上の差異の会計処理
の相違の影響がある場合20、構造改革費用のうち生産部門に係る部分を指定国際会計基準では
売上原価とした場合も示されていた。
（C） 販売費及び一般管理費
　販売費及び一般管理費について、調整している会社が多かった項目は、のれんの償却である。
日本基準ではのれんは 20 年以内の一定の年数にわたって償却するが、指定国際会計基準では
非償却とされているからである。のれんの償却・非償却の影響と他の項目があわせて記載され
ている会社もあるため、のれんに関する調整金額を簡単に把握できるわけではないが、10 社
中 8 社で記載があり、当期純損益の 10％を超える影響を及ぼしていることも多くあった。
　次に調整項目が多かったのは数理計算上の差異の会計処理である。日本基準では、数理計算
上の差異についていったん未認識とし、その後平均残存勤務期間以内の一定の年数で償却して
退職給付費用に含めてきたが21、指定国際会計基準では確定給付債務等の再測定は発生年度に
その他の包括利益として計上するためである。
　そして、同様に多く見られるのが研究開発費の会計処理である。日本基準では研究開発費は
発生時に費用処理するが、指定国際会計基準ではすでに述べたように仕掛研究開発費を資産化
して償却・減損処理を行う。医薬品業界では研究開発活動が活発であるため、この影響は大き
くなっている。同様に、販売権についても資産化とその後の償却や耐用年数の見直しによる影
響が見られた。これらは、すでに売上原価への影響として述べたものと同様である。
　販売費及び一般管理費に与える影響として、のれんや研究開発費ほどではないが多く見られ
たものとして、減価償却方法の相違がある。これについても、売上原価と同様である。
（D） 営業外収益及び特別利益
　営業外収益及び特別利益については、日本基準と指定国際会計基準で損益計算書の表示区分
の相違があるために表示上の組み替えが多いが、認識・測定上の差異のみをとりあげると、大
きな差異が生じた理由は各社で異なっている。たとえば、政府補助金を日本基準では収益とし
ているが指定国際会計基準では繰延収益とした場合、資本性金融商品の売却益を日本基準では
当期純利益の計算に含めているが指定国際会計基準ではその他の包括利益に計上した場合等
が、比較的大きな影響を及ぼしていた。
　このように、損益計算に与える影響については、一部を除き、自社の会計方針を変更すれば
調整が不要になるという性質のものではなかった。日本基準と指定国際会計基準の取り扱いの
相違に基づくものの影響が大きく、また、それほど遠くないうちに日本基準が改訂される可能
性があるものは収益認識（本人か代理人か等）程度であり、研究開発費や資本性金融商品の時
価変動の取り扱い等については、一般的に、コンバージェンスが早期に進むとは考えられてい
ない項目である22。
　最後に、上記の区分（勘定科目）について、比較可能性指標の平均値等をまとめておく。た
だし、販売費及び一般管理費については上記のように内容が多岐にわたるため、ここでは販売
費及び一般管理費に含まれる研究開発費のみを示す。表 4 より、損益への影響については標準
20 これについては販売費及び一般管理費に関する記述を参照。
21 現在では、未認識とせずに退職給付に係る負債には反映させるが、損益計算書上の取り扱いは現在でも実質的に
変わっていない。
22 収益認識についても、簡単には議論が収束するとは考えられていないようである。
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偏差が大きく、最大値と最小値の幅も大きい。純資産への影響に比べると各社での相違が大き
いといえる。調整額全体がマイナスになっている会社が 3 社あるが、その主な理由を確認する
と、1 社が売上高の減少が大きいことであり、もう 1 社は研究開発費の増加が大きいことで
あり23、最後の 1 社は営業外収益及び特別利益の減少が大きいことであった。調整額の合計が
マイナスであることの原因について、特定の傾向があったわけではない。なお、先行研究と比
較してみると、O’Connell and Sullivan [2008] では勘定科目ではなく個別基準で検討している
が、企業結合、株式報酬、従業員給付、法人所得税、有形固定資産、リースが大きな影響を及
ぼしていた。一概には比較できないが、企業結合などが大きな影響を与えている点は共通であ
るが、株式報酬やリースについてはあまり影響がなく、むしろ研究開発費の影響が大きい点が
特徴的である。
表 4　指定国際会計基準移行日を含む会計期間における主な項目の比較可能性指標
売上高 売上原価 研究開発費 法人税等 調整額全体
平 均 値  -6.21  3.53 4.25  2.06  5.24
中 央 値  -1.78  0.00 2.18  1.01  5.31
最 大 値   2.56 22.32 19.72 10.29 16.46
最 小 値 -10.96 -1.81 -5.27 -9.10 -4.73
標準偏差   8.37  7.49 6.85  5.69  7.55
（注）そーせいグループを除いた 9社で計算している。単位はすべて％。
符号はすべて当期純利益に与える影響で示している。よって、収益の増加と費用の減少はプラス、収
益の減少と費用の増加はマイナスとしている。
5．おわりに
　本稿では、医薬品業界に属する会社で指定国際会計基準を任意適用した事例を用い、指定国
際会計基準移行日の純資産や移行日を含む会計期間の当期純利益に与える影響を分析した。勘
定科目についてはある程度把握できるものの、たとえば、減価償却費は売上原価として表れる
場合と販売費及び一般管理費として表れる場合があるため、減価償却方法の変更自体が全体と
してどれほど利益に影響を及ぼしているのかを把握することができていない。このため、先行
研究で行われている「IFRS の個別基準の影響」に関する分析は行っていない。また、医薬品
業界に絞っているため、わが国の上場会社全般に同様に各段階利益等への影響が生じるのか否
かが不明なままである。さらに、2.2 でも言及しているが、なぜ医薬品業界における任意適用
会社の割合が高く、多くの業界では任意適用が進んでいないのか、すなわち、指定国際会計基
準の任意適用を行うか否かに大きく影響を与える要因は何なのかを解明することも、今後明ら
かにすべき点である。最後に、本稿では指定国際会計基準移行日および移行日を含む会計期間
のみをとりあげているが、その後の時系列での変化を追えているわけではない。これらの課題
については、引き続き分析を行っていく予定である。
23 売上高も減少しているが、ほぼ同じ程度に売上原価も減少しているため、売上高の減少を理由としてカウントし
ていない。
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偏差が大きく、最大値と最小値の幅も大きい。純資産への影響に比べると各社での相違が大き
いといえる。調整額全体がマイナスになっている会社が 3 社あるが、その主な理由を確認する
と、1 社が売上高の減少が大きいことであり、もう 1 社は研究開発費の増加が大きいことで
あり23、最後の 1 社は営業外収益及び特別利益の減少が大きいことであった。調整額の合計が
マイナスであることの原因について、特定の傾向があったわけではない。なお、先行研究と比
較してみると、O’Connell and Sullivan [2008] では勘定科目ではなく個別基準で検討している
が、企業結合、株式報酬、従業員給付、法人所得税、有形固定資産、リースが大きな影響を及
ぼしていた。一概には比較できないが、企業結合などが大きな影響を与えている点は共通であ
るが、株式報酬やリースについてはあまり影響がなく、むしろ研究開発費の影響が大きい点が
特徴的である。
表 4　指定国際会計基準移行日を含む会計期間における主な項目の比較可能性指標
売上高 売上原価 研究開発費 法人税等 調整額全体
平 均 値  -6.21  3.53 4.25  2.06  5.24
中 央 値  -1.78  0.00 2.18  1.01  5.31
最 大 値   2.56 22.32 19.72 10.29 16.46
最 小 値 -10.96 -1.81 -5.27 -9.10 -4.73
標準偏差   8.37  7.49 6.85  5.69  7.55
（注）そーせいグループを除いた 9社で計算している。単位はすべて％。
符号はすべて当期純利益に与える影響で示している。よって、収益の増加と費用の減少はプラス、収
益の減少と費用の増加はマイナスとしている。
5．おわりに
　本稿では、医薬品業界に属する会社で指定国際会計基準を任意適用した事例を用い、指定国
際会計基準移行日の純資産や移行日を含む会計期間の当期純利益に与える影響を分析した。勘
定科目についてはある程度把握できるものの、たとえば、減価償却費は売上原価として表れる
場合と販売費及び一般管理費として表れる場合があるため、減価償却方法の変更自体が全体と
してどれほど利益に影響を及ぼしているのかを把握することができていない。このため、先行
研究で行われている「IFRS の個別基準の影響」に関する分析は行っていない。また、医薬品
業界に絞っているため、わが国の上場会社全般に同様に各段階利益等への影響が生じるのか否
かが不明なままである。さらに、2.2 でも言及しているが、なぜ医薬品業界における任意適用
会社の割合が高く、多くの業界では任意適用が進んでいないのか、すなわち、指定国際会計基
準の任意適用を行うか否かに大きく影響を与える要因は何なのかを解明することも、今後明ら
かにすべき点である。最後に、本稿では指定国際会計基準移行日および移行日を含む会計期間
のみをとりあげているが、その後の時系列での変化を追えているわけではない。これらの課題
については、引き続き分析を行っていく予定である。
23 売上高も減少しているが、ほぼ同じ程度に売上原価も減少しているため、売上高の減少を理由としてカウントし
ていない。
231603_多摩大研究紀要_No.21_本文-4校.indb   31 2017/01/24   19:06:14
－ 32 －
医薬品業界における国際財務報告基準採用の会計数値への影響
【参考文献】
大倉雄次郎「IFRS 導入会社の実態と課題－医薬品製造業－」『関西大学商学論集』第 60 巻第 4 号、pp.103-
141、2016 年。
林健治「IFRS 初度適用が純利益および資本に与える影響－欧州企業に関する先行研究を中心として」『会
計学研究』日本大学商学部会計学研究所、第 24 号、pp.27-46、2010 年。
林健治『会計基準の国際的収斂　米国 GAAP と IFRSs のコンバージェンスの軌跡』国元書房、2015 年。
Aisbitt S. “Assessing the Effect of the Transition to IFRS on Equity: The Case of the FTSE 100”, 
Accounting in Europe, Vol.3, No.1, pp.117-133, 2006.
Auer, K. “Capital Market Reactions to Earnings Announcements: Empirical Evidence on the Difference 
in the Information Content of IAS-Based Earnings and EC Directives-Based Earnings”, European 
Accounting Review, Vol.5, No.4, pp.587-623, 1996.
Bartov, E., Goldberg, S.R., & Kim, M. “Comparative Value Relevance among German, U.S., and 
International Accounting Standards: A German Stock Market Perspective”, Journal of Accounting, 
Auditing and Finance, Vol.20, No.2, pp.95-119, 2005.
DeGeorge E. T., Li X., and L. Shivalumar “A Review of the IFRS Adoption Literature”, Review of 
Accounting Studies, Vol.21, Issue3, pp.898-1004, 2016.
Harris, T., & Muller, K. “The market valuation of IAS versus US-GAAP accounting measures using 
Form 20-F reconciliations”, Journal of Accounting and Economics, Vol.26, Issues1-3, pp.285-312, 1999.
Hung M. and K. R. Subramanyam “Financial Statement Effects of Adopting International Accounting 
Standards: The Case of Germany”, Review of Accounting Studies, Vol.12, No.4, pp.623-657, 2007.
Kinnunen, J., Niskanen, J., & Kasanen, E. “To Whom are IAS Earnings Informative? Domestic versus 
Foreign Shareholders’ Perspectives”, European Accounting Review, Vol.9, Issues4, pp.499-517, 2000.
O’Connell V. and K. Sullivan “The Impact of Mandatory Conversion to IFRS on the Net Income of 
FTSEurofirst 80 Firms”, Journal of Applied Research in Accounting and Finance, Vol.3, No.2, 
pp.17-26, 2008.
（付記）本研究は、本研究は一般財団法人島原科学振興会の助成を受けたものです。
231603_多摩大研究紀要_No.21_本文-4校.indb   32 2017/01/24   19:06:14
